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裁判員制度　概要
谷川　伊藤　小坂　山本
（１）裁判員法制定までの経緯（H11～H16）
1999年7月 司法制度改革審議会を設置（内閣）

2001年6月 審議会が「裁判員制度」の導入を提言　⇒「審議会意見書」
2001年12月 司法制度改革推進本部を設置

　2002年2月～ 制度設計に関する方向性議論

　2003年3月～ 事務局からの「たたき台」を素に制度全般の議論

　2003年10月～ 「座長ペーパー」を素に主な対立点の議論

2004年1月 骨格案を公表

2004年3月 裁判員法案提出

2004年4月23日 衆議院で可決

2004年5月21日 参議院で可決、裁判員法成立
（２）制度の目的
＜司法の国民的基盤の確立＞
【審議会意見書】
・国民は、これまでの統治客体意識に伴う国家への過度の依存体質から脱却し、自らのうちに公共意識を醸成し、公共的事柄に対する能動的姿勢を強めていくことが求められている。

・国民が法曹とともに司法の運営に広く関与するようになれば～司法の国民的基盤はより強固なものとして確立されることになる。－司法がその機能を十分に果たすためには、国民からの幅広い支持と理解を得て、その国民的基盤が確立されることが不可欠－
・裁判官と裁判員が責任を分担しつつ、法律専門家である裁判官と非法律家である裁判員とが相互のコミュニケーションを通じてそれぞれの知識･経験を共有し、その成果を裁判内容に反映させる（こと）
【裁判員法第1条】この法律は、国民の中から選任された裁判員が裁判官と共に刑事訴訟手続に関与することが司法に対する国民の理解の増進とその信頼の向上に資することにかんがみ、裁判員の参加する刑事裁判に関し、裁判所法及び刑事訴訟法の特則その他の必要な事項を定めるものとする。
（３）裁判員制度の概要
	基本構造　　　　　　　　　　　  ※法＝裁判員法(裁判員の参加する刑事裁判に関する法律)
１・対象事件

（１）原則（法2条1項）
　　①死刑、無期懲役・禁固に当たる罪に係る事件

　　②法定合議事件
のうち故意の犯罪行為により被害者を死亡させた罪に係る事件で、①に該当するものを除いたもの

（２）例外（法3条）
　　①裁判員やその親族等に危害が加えられるなどのおそれがあり、裁判員の職務の遂行ができないような事情がある場合、その事件は対象事件から除外され得る

２・合議体の構成（法2条2項～）
（１）原則：裁判官3人と裁判員6人

（２）例外：裁判官1人と裁判員4人

　　＜例外的合議体になる条件＞　①公訴事実に争いが無いこと

　　　　　　　　　　　　　　　　②裁判所が事件の内容等が適当と認めること

　　　　　　　　　　　　　　　　③当事者に異議が無いこと
３・裁判官、裁判員の権限と評決（法6条、67条）
（１）事実認定、法令の適用、量刑は、裁判官と裁判員の合議対の過半数で裁判官･裁判員のそれぞれ1人以上の賛成する意見による

（２）法令解釈･訴訟手続に関する判断等は、裁判官の過半数の意見による


	選任

１・選任資格（法13条）：満20歳以上の有権者

２・欠格事由（法14条）：

　　　①義務教育を終了しない者

　　　②禁固以上の刑に処せられた者

　　　③心身の障害のため職務の遂行に著しい支障がある者等
３・就職禁止事由（法15条）：

　　　①立法権や行政権の中枢を担う者 

⇒国会議員･国務大臣･国の行政機関幹部･首長･自衛官等
　　　②法律専門家、司法関係者 

⇒法律家(含:裁判官･検察官･弁護士であった者)･公安警察職員･法学教授･司法修習生等
　　　③禁固以上の刑に当たる罪で起訴されている被告人、逮捕・勾留されている者等

４・不適格事由：

　　　①事件関係者等（法17条）

　　　②不公平な裁判をするおそれがあると認められた者（法18条）
５・辞退事由（法16条）：　⇒その他やむを得ない事由は政令による
　　　①70歳以上の者

　　　②常時通学する学生・生徒

　　　③過去5年以内に裁判員･検察審査員の職にあった者

④下記の事由で裁判員職務を行うこと、裁判員選任期日の出頭が困難な者

Ａ．病気・傷害

Ｂ．同居の親族の介護・養育

Ｃ．自ら処理しなければ著しい損害を生じさせる重要な用務がある

Ｄ．日時を変更できない社会生活上重要な用務がある（父母の葬式など）


	裁判員の参加する裁判の手続き

１・公判開始までの手続き

　①公判前整理手続（法49条）⇒対象事件は必ず当該手続に付される
２・公判手続

　①裁判員の負担に対する配慮（法51条）⇒連日的開廷など
　②冒頭陳述（法55条）

　③証拠調べ

　④公判手続の更新

３・判決

　①自由心証主義（法62条）

　②判決の宣告等（法63条）⇒出頭義務はあるが、出頭しないことが宣告を妨げず
　③判決書　⇒判決書作成は構成裁判官のみが担当
４・控訴審等

　①控訴審については現行法どおり裁判官のみの裁判で行われる

　②差戻し審については新たな裁判員を選任して審理および裁判を行う


	裁判員等の保護のための措置、罰則

１・裁判員等の保護のための措置

　①不利益取扱いの禁止（法71条）⇒解雇その他不利益な取扱いをしてはならない

　②個人情報の取扱い（法72条）

⇒裁判員、その予定者等を特定するに足る情報を公にしてはならない。これらであった者を特定するに足る情報も、本人の同意なく公にしてはならない

　③接触の規制（法73条）
⇒当該事件に関して現裁判員等に接触してはならない。裁判終了後も、職務上知り得た秘密を知る目的で、裁判員等であった者に接触してはならない。

２・罰則

　①請託罪（法77条）

　②威迫罪（法78条）

　③裁判員等による秘密漏示罪（法79条）

　④裁判員の氏名等漏示罪（法80条）

　⑤裁判員候補者による虚偽記載罪（法81条）⇒50万円以下の罰金

　⑥裁判員候補者の虚偽記載･虚偽陳述･陳述拒否に対する過料（法82条）
⇒30万円以下の過料
　⑦裁判員候補者の不出頭に対する過料（法83条）⇒10万円以下の過料
　⑧前2条の過料決定に対する即時抗告（法84条）


（４）裁判員制度の流れ
裁判員選任の流れ　　　　　　裁判員制度裁判の流れ　　　　　　現行刑事裁判の流れ
� 法定合議事件･･法定刑が短期1年以上の自由刑に当たるもので、強盗等の一部の罪を除いたもの
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